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[委員会意見]

調査事件２(７) 人財育成・企業応援等の制度設計に関する調査について

（平成 28 年 4 月 26 日調査）

本調査は、平成２７年度定例会１２月会議で議決した「福島町人財育成基

金条例」及び平成２７年度定例会２月会議で議決した「第５次福島町総合計

画 基本計画」に基づく人財育成・企業応援等の制度設計のための考え方を

各種団体との懇談会における意見等を踏まえ、町において３項目に整理した

ことから、当委員会では「福島町人財育成基金」の運用に関する要綱の制度

設計を重点に調査したものであり、その調査結果は次のとおりです。

【調査の論点と意見】

１．人財育成補助関係について

①補助対象者の整理（要綱案第２条）

町の説明では第２号及び第３号に規定する団体等の職員は補助対象外との

ことであるが、資格を取り、町に貢献してもらうという考え方からすれば、

あえて対象外とすることなく補助対象とすることを検討願いたい。

第４号において産業団体の構成員と謳っているが、第１号から第３号で細

かく団体を指定していることから、中小企業・社会福祉法人・産業団体の内

容を具体的に整理してもらいたい。

第５号に規定する団体等に所属しない、資格取得を希望する個人又は、サ

ークルなどの構成員も補助対象となるよう明確に示してもらいたい。

また町職員の資格取得は、対象外との説明であったが、各種団体の構成員

としての資格取得の場合は補助対象となるよう明確に示してもらいたい。

②取得目的の具体化

これまでも各種団体や特に企業においては、ビジョンや計画性をもって従業員

（構成員）に資格取得させているはずであり、資格の重要性を強く認識してい

ます。しかし安易な補助は企業・各種団体の主体性を損なうことにもつながる

と懸念されることから、補助申請書に資格取得に伴う企業・各種団体・個人

としての目標や考え方を記入する欄を設けるなど、申請者が主体性を持つよ

うに促すための対策を講じ、自ら応分の負担をする意識を醸成することも必

要と考えます。



③補助金限度額の再検討（要綱案第３条）

仮に著名な講師等を招聘しようとすると、要綱案の上限額（１５万円）を

大きく超えることが予想されます。よって事業費が高額となる講演会等でも

対応できるよう限度額アップを再検討願いたい。

また講演会等を近隣町と合同で開催することも考えられるため、主催が町

内団体であれば広域で実施する講演会等についても対象とするよう検討願い

たい。

④申請窓口の明確化

第４条第１項のただし書きでは交付申請のうち児童生徒に関する事業につ

いて教育委員会が手続きを行うとあります。しかし補助対象者（団体）の中

には文化団体協議会や体育協会・少年体育連盟・ＰＴＡ連合会などの教育関

係団体等も含まれていることから、同関係団体についても教育委員会を窓口

とするか、もしくは企画課に窓口を統一するか、混乱なく申請できる体制を

検討願いたい。

⑤人財の活用

今回の補助制度を利用して資格等を取得した者（社会教育に該当など）は

人財バンクに登録して協力してもらうと同時に、すでに町内において指導者

として活動している方々についても、現在検討している制度を活用しより高

い技術、資格の取得を促すよう周知願いたい。

２. 企業等応援関係について

所管を経済福祉常任委員会に移し、議論していただきたい。

３. 交流機会関係について

交流委員会が立ち上がったと報告がありましたので、推移を見守りながら随

時報告を受けたい。必要があれば調査の１つとしたい。

＜まとめ＞

町長の選挙公約の政策の１つである人財育成の制度設計の案については、各種

団体との懇談会を経て整理された内容であり、町の考え方については理解する

ものです。十分な周知と条例の主旨に沿い基金が有効に活用され、人財が町

づくりの活力となっていくことを願いたい。


